
令和５年度の内閣府におけるＰＦＳ普及促進の取組

内閣府 成果連動型事業推進室
（https://www8.cao.go.jp/pfs/index.html）

https://www8.cao.go.jp/pfs/index.html


政府におけるＰＦＳの推進体制

ＰＦＳ関係府省庁連絡会議

 ＰＦＳ普及に関する各府省庁の課長級会議
• 内閣官房
• 内閣府（成果連動型事業推進室）
• 総務省
• 法務省
• 厚生労働省
• 経済産業省
• 国土交通省

成果連動型事業推進室の役割

 関係府省の施策の取りまとめ
 分野横断的なＰＦＳ普及策



２

ＰＦＳアクションプラン

〇ＰＦＳ普及に向けた関係府省庁の取組事項等を取りまとめ
〇令和４年度で終了
⇒本年度中に新たなアクションプランの策定が必要

新たなアクションプラン策定の進捗状況

〇有識者ヒアリング、関係府省庁との協議を実施
〇新たなＫＰＩ
①ＰＦＳの事業件数
②重点３分野の実施団体数
③先導的なＰＦＳ事業件数

今後の予定

〇令和４年度中にアクションプランを決定
〇年度内にプレスリリース

新たなＰＦＳアクションプランの策定（令和５～７年度）



○ポータルサイト（https://www8.cao.go.jp/pfs/index.html）
○地方公共団体向けのセミナー、研修会
○職員研修等への講師派遣
○新PFSアクションプランを踏まえたガイドラインの改訂、公表

○個別相談の実施
○専門家派遣（新規）
○ＰＦＳ事業の案件形成支援
○官民ニーズ・シーズリストの作成、公表（新規）
○エビデンス環境の充実（新規）

○PFS推進交付金（拡充）

令和５年度の内閣府の取組
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ＰＦＳの普及啓発

導入可能性検討、案件形成段階での支援

ＰＦＳ実施の支援

https://www8.cao.go.jp/pfs/index.html


専門家派遣事業
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ＰＦＳ事業の案件形成の過程にある地方公共団体に対し、事業案件組成に必要な成果評価や
行政実務について専門的知見、ノウハウ、経験を持つ専門家を派遣。

相談内容の例

• 検討中の事業にＰＦＳを導入する上での疑問点、課題等に関する相談等
• 事業目標の設定及び具体化に関し、科学的なエビデンスや理論、国内外の参考事例等
の情報提供

• 庁内推進体制の構築や検討ルールの整備方法、予算対応、議会対応、庁内合意形成、
事業者との契約調整等に関する相談等

• その他（成果指標、評価方法、目標値の設定、社会的便益の推定等）

専門家の例

• ＰＦＳ事業組成経験のある地方公共団体職員
• ＰＦＳ事業組成経験のあるコンサルタント事業者
• 大学等の研究機関職員

○派遣後も内閣府職員が引き続き、相談に応じます。

【派遣スキーム】

内閣府

地方公共団体

①申込み

専門家

②依頼

③派遣



案件形成支援事業
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地方公共団体におけるさらなる事例構築を分野横断的に支援することを目的に、令和６年度
に事業開始予定の支援対象団体（２団体）に対し、内閣府が契約するコンサルタントを派遣、
ハンズオン支援を実施。令和５年度においては、民間事業者にも支援対象を広げる予定。

【参考】令和４年度の採択団体
・山形県寒河江市（婚活支援による人口減少抑止）
・高知県土佐町（林業関係の産業振興による森林保全）

（支援イメージ）

令和５年 令和６年

～４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 1月 2月

• 成果指標の検討
• 成果指標の上限値等の検討
• 事業効果、便益の検討
• 支払上限額の設定
• 支払条件の設定
• 成果評価の方法の検討

• マーケットサウンディング

• 成果水
準書

• 事業者
の選定
方法の
検討

自治体の予算検討



官民ニーズ・シーズリストの作成、公表
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ＰＦＳ事業組成に関心のある地方公共団体が抱える社会課題（ニーズ）と、その解決のため
のノウハウを持つ民間事業者（シーズ）についてリスト化することで、円滑な官民連携によ
るＰＦＳ事業の検討に資する環境を整備。

【スキームイメージ】

民間事業者地方公共団体

内閣府

①ＰＦＳ事業に係る
社会課題（ニーズ）
の提供

③個別の連携に
よるＰＦＳ事業ス
キームの検討

①社会課題の解決に
係る事業ノウハウ
（シーズ）の提供②リストのとり

まとめ・公表



成果連動型民間委託契約方式推進交付金等 （国庫債務負担行為（５年） 1.65億円）

 ＰＦＳ事業を実施する地方公共団体に対する複数年の交付金
 成果評価について、評価の専門機関による支援（内閣府がコンサルを派遣）
 令和５年度～交付金の補助率、上限額、補助対象経費を拡充

補助率・補助限度額等
【成果連動部分】
・補助率： 2分の１・・・上限額：4,000万円（但し先導案件の場合、3分の2／上限額5,000万円）
【中間支援事業者の活用費用部分】
・補助率：10分の10・・・上限額1,000万円または総事業費の1割の低い方、先導案件のみ
【ファイナンス部分】
・補助率：10分の10・・・上限額： 500万円、SIBのみ

【交付スキームイメージ】
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ＰＦＳ推進交付金・成果評価支援事業の公募結果
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 令和３年度

成果連動型民間委託契約方式推進交付金等

地方公共団体名 事業名

茨城県古河市 古河市参加支援事業

群馬県前橋市 SIBによる前橋市アーバンデザイン推進事業

鹿児島県鹿屋市 要介護・要支援者自立支援・重度化防止事業

鹿児島県霧島市 霧島市介護度維持改善率向上PFS事業

 令和４年度
地方公共団体名 事業名

東京都八王子市 乳がん検診受診率向上事業

岩手県矢巾町 大腸がん検診の受診率向上プロジェクト


